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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　マレイシアは、2020年までに先進国化をめざすという「ビジョン2020」構想を打ち出し、持続的な

高度経済成長と均衡のとれた社会開発の実現を推進するために「第２次長期総合計画（ＯＰＰ２：

1991～2000）」を策定しました。これを実行するために策定された「第６次マレイシア計画（６

ＭＰ:1991～1995）」および「第７次マレイシア計画（７ＭＰ:1996～2000）」では、人材育成

の拡充、研究開発活動の高度化、情報技術の振興などが強調され、なかでも情報技術は、効率、

生産性および競争力の改善に大きく貢献し、国家開発のさまざまな側面で重要な役割を果たすと

認識されています。

　このような基本政策のもと、マレイシア政府は、1993年に情報技術の中核である人工知能（ＡＩ）

システム開発技術とその普及手法について、わが国に協力を要請してきました。

　わが国はこの要請を受けて、国際協力事業団（ＪＩＣＡ）を通じて1994年に事前調査団および

長期調査員を派遣して、協力内容をマレイシア側と協議し、1994年10月に実施協議調査団を派遣

して討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名・交換を行いました。

　マレイシアＡＩシステム開発ラボラトリプロジェクトは、ＳＩＲＩＭを実施機関とし、プロト

タイプの開発を通じてＡＩシステムの開発能力を育成するとともに、ＡＩ技術の国内への普及を

行うことを活動内容として、1995年３月から2000年２月まで５年間の予定で開始されました。

　終了時評価調査は、プロジェクトの進捗状況を確認し、当初計画に照らして技術移転の達成度

をマレイシア側関係者と合同で評価し、必要があれば今後の協力計画を策定するとともに、評価

結果から教訓と提言を導き出し、今後の協力などに資することを目的としています。

　当事業団は2000年２月の協力期間終了を控え、1999年11月１日から11月18日まで終了時評価

調査団を派遣しました。本報告書は、その調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本およびマレイシア両国の関係各位に対

し、深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　評価調査の目的・概要１－１　評価調査の目的・概要１－１　評価調査の目的・概要１－１　評価調査の目的・概要１－１　評価調査の目的・概要

(１) 背景・経緯

　マレイシアは「第２次長期総合計画」(ＯＰＰ２：1991～2000）および「ビジョン2020」

を発表し、2020年までに先進国化するための施策として、科学技術・研究開発の振興を掲

げている。この一環として、産業の拡大と高付加価値化を図り、高度情報化社会を実現す

るために、国の重点課題である「情報技術」の中核となるＡＩ技術によるエキスパート・

システムの開発・普及を図るべく、わが国に対し、協力を要請してきた。

　同要請を受けて、わが国政府は、ＪＩＣＡを通じて、1994年３月に事前調査団を、1994

年７月には長期調査員をそれぞれ派遣し、協力内容をマレイシア側と協議した。1994年10

月には実施協議調査団を派遣し、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名・交換を行い、プロトタイ

プの開発を通じてＡＩシステムの開発能力を育成するとともに、ＡＩシステム技術の国内

への普及を行うことを活動内容とする、５年間（協力期間：1995年３月１日～2000年２月

29日）にわたるプロジェクト方式技術協力を開始した。

　今次調査では、2000年２月29日の協力期間終了を控え、当初計画に照らしてプロジェク

トの活動実績、運営管理状況、カウンターパートへの技術移転状況などを「評価５項目」

に沿い調査するとともに、当初目標の達成度を判定したうえで、今後の協力方針について、

マレイシア側評価調査チーム、実施機関などと協議し、合同評価報告書、およびミニッツで

確認した。

　また、評価結果から即応性の高い教訓および提言などを導き出し、今後の類似案件の形

成・実施に資する。

(２) 目的

１) 日本・マレイシア双方の投入実績、プロジェクトの活動実績、運営・管理状況、カウ

ンターパートへの技術移転などについて、以下の５つの観点（「評価５項目」）から評価

を行う。

ａ) 目標達成度

ｂ) 実施の効率性

ｃ) 効果

ｄ) 計画の妥当性

ｅ) 自立発展性

２) 今後の協力方針
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３) 教訓および提言

(３) 調査団の構成

 （氏名）  （分野） （所　属）

金子　正彦 団長・総括 国際協力事業団鉱工業開発協力部 次長

佐野　　修 技術協力計画 通商産業省機械情報産業局電子機器課 調査員

宮崎　敦夫 エキスパートシステム 財団法人国際情報化協力センター 研修部長

飛田　賢治 評価監理 国際協力事業団鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課 課長代理

室田　真弓 研修計画 国際協力事業団鉱工業開発協力部 特別嘱託

辻　新一郎 評価分析 グローバル・リンクマネジメント（株）
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(４) 調査日程

日順

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

月日(曜日)

11月1日

2日

3日

4日

5日

6日

7日

8日

9日

10日

11日

12日

13日

14日

15日

16日

17日

18日

(月)

(火)

(水)

(木)

(金)

(土)

(日)

(月)

(火)

(水)

(木)

(金)

(土)

(日)

(月)

(火)

(水)

(木)

時刻

団長、エキスパートシステム、

研修計画、評価監理

13:00

19:30

終日

終日

終日

終日

終日

終日

23:00

 6:45

日程

評価分析（コンサルタント）

13:00

19:30

終日

終日

終日

終日

終日

終日

終日

技術協力計画

13:00　成田発（JL723）

19:30　クアラルンプール着

　　　 本体に合流

23:00  クアラルンプール発

      （JL724）

 6:45  成田着

成田発（JL723）

クアラルンプール着

ＪＩＣＡマレイシア事務所打合せ

ＥＰＵ表敬

ＭＯＳＴＥ表敬

ＳＩＲＩＭ表敬

専門家との打合せ

マレイシア側評価チームとの協議

ＳＩＲＩＭとの協議　 在マレイシア日本国大使館表敬

ＳＩＲＩＭとの協議

調査結果取りまとめ

調査結果取りまとめ

合同評価報告書、ミニッツ、(各々案）作成

合同評価報告書、ミニッツ、(各々案）協議

合同調整委員会

合同評価報告書、ミニッツ署名・交換

ＪＩＣＡマレイシア事務所報告

在マレイシア日本国大使館報告

クアラルンプール発（JL724）

成田着

成田発（JL723）

クアラルンプール着

専門家との打合せおよ

び関係機関へのインタ

ビュー

関係機関へのインタ

ビュー

カウンターパートへの

インタビュー

専 門 家 へ の イ ン タ

ビュー

データ整理・分析

データ整理・分析

データ整理・分析

官団員に合流

注）ＳＩＲＩＭ（Standards and Industrial Research Institute of Malaysia)：前マレイシア標準工業研究所
　　(現在は公社化され、SIRIM Berhadと呼称されている）
　　ＥＰＵ（Economic Planning Unit)：経済企画庁
　　ＭＯＳＴＥ（Ministry of Science, Technology and Environment)：科学技術環境省
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(５) 主要面談者

１) マレイシア側評価チーム

Dr. Chong Chok Ngee Leader

Vice President,

Research and Development

SIRIM Berhad

Ms. Jayamalar Savarimuthu Cooperation Evaluation

Manager, Corporate Planning and

Development Section, SIRIM Berhad

Dr. Chen Sau Soon Cooperation Evaluation

Program Coordinator, Environmental and

Energy Laboratory, SIRIM Berhad

Mr. Izhar Shaari IT Technology

Researcher, Foundry & Tooling Technology

Center, SIRIM Berhad

２) SIRIM Berhad

Dr. Mohd. Ariffin bin Hj. Aton President & Chief Executive, SIRIM Berhad

Dr. Mohd. Shazali Hj. Othman Vice President, SIRIM Berhad

Dr. Ahmad Zakaria General Manager, AISDEL Project, SIRIM Berhad

３) EPU (Economic Planning Unit)

Mr. K. Thillainadarajan Principal Assistant Director,

External Assistant Section, EPU

４) MOSTE (Ministry of Science Technology and Environment)

Dr. Mustaza Hj. Ahmadun Director of Science and Technology Division,

MOSTE

Ms. Adilah Mohd Din Deputy Director (Development), MOSTE

５) 在マレイシア日本国大使館

那須野　太 Commercial Attache,

Resident Representative of MITI Japan
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６) ＪＩＣＡマレイシア事務所

岩波　和俊 所長

寺西　義英 次長

山村　直史 所員

７) マレイシアＡＩシステム開発ラボラトリプロジェクト

（長期専門家）

鈴木　一規 チーフアドバイザー

土井　正昭　 業務調整

花岡かほる エキスパートシステム開発計画

柴田　吉宗 エキスパートシステム構築ツール

阿部　　秀 エキスパートシステム開発ツール

木村　　純 エキスパートシステム構築ツール

（国内委員）

永谷　光行 日立アジア社、オープンシステム開発センター、シニア

アドバイザー

Design of Expert System

１－２　評価調査の方法１－２　評価調査の方法１－２　評価調査の方法１－２　評価調査の方法１－２　評価調査の方法

(１) Ｒ／Ｄをはじめとする各種報告書のデータ、プロジェクト活動報告などに基づき、

｢終了時評価ＰＤＭ｣、｢評価グリッド」を作成する（本プロジェクトにおいては、協力の

形成過程においてＰＣＭ手法が適用されていなかった)。

(２) 評価グリッドに基づいてカウンターパート、専門家、マレイシア側関係機関、プロト

タイプユーザー企業、セミナーなどへの参加機関などへのインタビュー、質問票による

調査を行い、関連情報を収集し、その結果を評価５項目に従い、整理・分析をする。

(３) マレイシア側評価チームと合同で、合同評価報告書を作成・署名する。

(４) 同時に結果を終了時評価調査票にまとめる。
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第２章　評価結果の要約第２章　評価結果の要約第２章　評価結果の要約第２章　評価結果の要約第２章　評価結果の要約

２－１　協力実施の経過２－１　協力実施の経過２－１　協力実施の経過２－１　協力実施の経過２－１　協力実施の経過

　マレイシアは、貧困撲滅をめざした第１次長期総合計画（ＯＰＰ１：1971～1990）と同期間中

に実施された４次にわたるマレイシア５カ年計画（第２次マレイシア計画～第５次マレイシア計

画）によって工業化の基礎を築いたが、この成果を踏まえ、2020年までに先進国化をめざすとい

う「ビジョン2020」構想を1990年に打ち出し、持続的な高度経済成長と均衡のとれた社会開発の

実現を推進するための「第２次長期総合計画（ＯＰＰ２：1991～2000）」を策定した。

　ＯＰＰ２のなかで、経済社会開発の要として科学技術の振興、特に戦略的な知識ベース技術の

重要性が指摘され、科学技術と研究開発に精通した人材の拡充努力が進められている。ＯＰＰ２

を実行するために策定された「第６次マレイシア計画（６ＭＰ：1991～1995）」では、人材養成

の拡充、研究開発活動の高度化、情報技術の振興などによる経済・産業構造改革の推進、生産性

重視の経済成長、国際的産業競争力の強化をめざすことが強調された。特に「情報技術」は、効

率、生産性および競争力の改善に大きく貢献し、国家開発のさまざまな側面で重要な役割を果た

すと認識されており、戦略的重点育成技術のひとつに掲げられている。

　こうした状況のなか、1993年にマレイシア政府よりわが国に対して「ＡＩシステム開発ラボラ

トリ（ＡＩＳＤＥＬ）プロジェクト」への協力要請があった。標準工業研究所（ＳＩＲＩＭ、

1996年９月に公社化後はSIRIM Berhad）を実施機関としたＡＩＳＤＥＬの設立は、マレイシア

が開発重点項目のひとつとしてあげていた「情報技術」において、中核として位置づけられるＡＩ

(人工知能）技術によるエキスパートシステムの開発・普及を図るため、ＡＩＳＤＥＬが「ＡＩ

システムの開発およびＡＩ技術の普及活動を実施する能力を身につけることができる」ようにす

ることを目的とし、１）マレイシア人カウンターパートの技術力の向上、２）プロトタイプ開発

によるＡＩシステム開発の技術移転（ＯＪＴ)、および３）ＡＩ技術の普及を成果としてあげて

いた。

　これを受けて、日本政府は国際協力事業団（ＪＩＣＡ）を通じて、事前調査団、長期調査員を

派遣し、1994年11月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を行った。そして

1995年３月より、５年間の技術協力が開始された。

　プロジェクト実施期間中に策定・実行された「第７次マレイシア計画（７ＭＰ:1996～2000）」

では、６ＭＰを継続する形で高度情報産業の振興を重点項目としており、また、このような基本

政策のもと、マレイシア政府は1996年に「マルチメディア・スーパーコリドー（ＭＳＣ）構想」

を打ち出し、情報技術インフラの開発整備を促進しながら「情報技術」に対する研究開発と投資

を奨励し、産業構造の高付加価値化と高度情報化社会の実現を積極的に推進しており、プロジェ

クトは追い風を受けて進捗した。

　プロジェクトに対する投入は、以下の実績のとおり行われた。
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(１) 日本側投入実績（1999年11月現在）

１) 長期専門家派遣（合計12名）

ａ) チーフアドバイザー： ２名

ｂ) 業務調整： ２名

ｃ) ＥＳ構築技術： ４名

ｄ) ＥＳ開発計画： ２名

ｅ) ＥＳ構築ツール： ２名

２) 短期専門家（合計35名）

３) 研修員受入（合計21名）

４) 機材供与（合計３億9000万円）

５) ローカルコスト負担（合計2070万円）

(２) マレイシア側投入実績

１) カウンターパートの配置（現在26名、うち技術カウンターパート22名、管理者１名、

事務関係者３名が配置）

２) 建物と施設の提供（ＳＩＲＩＭのBlock24Aを建設し、２階部分を提供。精密機械用の

電源など、必要な施設を提供）

３) 機材のメンテナンス（100万リンギ）

４) ローカルのプロジェクト支出（463万4000リンギ）

２－２　目標達成度２－２　目標達成度２－２　目標達成度２－２　目標達成度２－２　目標達成度

(１) プロジェクト目標の達成状況

　ＰＤＭの「プロジェクト要約の詳細」におけるプロジェクト目標は、｢ＡＩＳＤＥＬが

ＡＩシステムの開発およびＡＩ技術の普及活動を実施することができる」であるが、技術

移転に関しては、移転が十分ではない項目が一部あるものの、総体としてＡＩシステム開

発に関するカウンターパートの技術能力向上がみられる。

　22種のＡＩプロトタイプシステムが開発され、パイロットユーザーからの反応もよく、

ＡＩシステム開発技術はおおむね移転されたといえる。さらに、ＡＩショートコース、セ

ミナーなど普及活動を積極的に行い、参加者からの評判もよく、カウンターパートは自力

でこれら活動を開催する能力を身につけた。移転が十分ではない一部の技術項目について

は、プロジェクトで作成されたマニュアルなどを参考にしながらＡＩシステム開発を継続

することにより、自助努力による習熟度の向上が期待できる。

　以上のことからプロジェクト目標はおおむね達成したと考えられる。
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　カウンターパートの技術力の一部（特にＡＩ開発上流工程分野）に十分とはいえない項

目がみられる原因としては、以下のことがあげられる。

１) 専門家が技術移転を行った延べ41名のカウンターパートのうち、プロジェクトの前半

期を中心に15名が離職してしまった。

２) プロジェクトの初期のころにカウンターパートの配置が遅れたことと、プロトタイプ

パイロット・サイトがクライアントとの具体的な交渉の結果、変更になったために、開

発上流工程において日本人専門家が、カウンターパートへの技術移転より開発の進捗促

進を優先せざるを得なくなった。

(２) 成果の達成状況

　本プロジェクトで設定されていた５つの成果と、その達成状況は表２－１のとおりである。

表２－１

達 成 状 況
ＡＩＳＤＥＬの運営管理体制は、予算管理、合同調整委員会（ＪＣＣ）などによる支援体制、定
例会議（技術的および運営的縦割り・横割り会議）などの基礎が専門家のリーダーシップにより
形成され、現在はＡＩＳＤＥＬ側主導に移行されており、成果目標を達成したと考えられる。ま
た、日本人専門家とのプロジェクト運営に関する討論を通して、カウンターパートの自主性や責
任感が向上した。
機材の設置や新規ソフトウェアのインストールは、機材設置短期専門家によって適切に設置さ
れ、定期点検と障害対応はベンダーとの有償メンテナンス契約に基づいて行われている。対象外
の機材は適宜対応措置がとられている。機材の運営管理を目的とした機材管理システムを開発し
効率的に使用されている。

日本人専門家の技術移転や日本での研修、カウンターパートの自助努力などを通じて、カウン
ターパート全般のＡＩシステム開発に関する技術能力およびシステム開発管理能力が向上した。
ただし、プロトタイプ開発上流工程（新規プロジェクトの企画立案、クライアントへのプロトタ
イプ開発提案、クライアント要望事項の分析整理等）およびチューニング工程の技術レベルに十
分とはいえない項目がみられ、またシステムのタイプ別でいえば、計画型と相談型で、技術移転
が遅れた。これらの技術事項に関しては、今後システム開発とＩＴ研究の継続を通して、自助努
力によって習熟度を高めていくことが期待される。
合計22種類のプロトタイプが開発された。内訳としては、タイプ別の分類では、診断型８種、相
談型５種、設計型４種、診断型４種、その他１種であり、分野別では、産業分野で８システム、
医療分野で８システム、ＡＩショートコース用５システム、その他１システムである。プロトタ
イプのパイロットユーザーからの聞き取り調査の結果、ＡＩＳＤＥＬで開発されたＡＩシステム
に対する高い評価を得た。また、プロトタイプ開発のための資料（提案書13種、設計仕様書・報
告書・議事録等68種）が作成された。
産業界や学生を対象としたＡＩショートコースを計11回実施し、計318名が受講した。実施後の評
価レポートや本評価調査期間中の質問票の結果、内容、構成、教師、教授法、教材などに対する
評価は高いことが明らかとなった。一方、要望としては、今後Windowsをプラットホームとした
コースに期待が寄せられている。公開セミナーでは、ＡＩ最新技術に関する情報提供を行ったと
ともに、ＪＩＣＡ-ＳＩＲＩＭ共催で「産業界における人工知能の応用に関するナショナル学術会
議―ＡＩＡＩ99」を開催し、業界の学識者をはじめ、181名の参加者が集まった。また、学生への
研修（４大学から16名)、展示会への出展、論文投稿、新聞・業界紙の記事掲載、小冊子、フライ
ヤー、ポスターの作成などが行われ、ＡＩ分野のトレーニングと普及活動においてＡＩＳＤＥＬは
リーダーシップを発揮し、成果目標はおおむね達成した。

 成 果
＜成果０＞
「ＡＩＳＤＥＬ
の運営管理シス
テムが構築され
る」
＜成果１＞
「必要な機材が
整備・使用さ
れ、適切に維持
管理される」
＜成果２＞
「カウンター
パートの技術能
力が向上する」

＜成果３＞
「ＡＩシステム
のプロトタイプ
が開発される」

＜成果４＞
「ＡＩトレーニ
ングコースや他
の普及活動が実
施される」
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２２２２２－３　効果－３　効果－３　効果－３　効果－３　効果

(１) 直接的効果（プロジェクト目標レベルにおける効果）

　実施機関への効果としては、ＳＩＲＩＭの知名度が、標準化と工業技術開発の分野だけで

はなく、高度情報処理開発の分野においても向上したことがあげられる。また、ＡＩＳＤＥＬ

の活動を通し、プロジェクト開始以前の段階ではＡＩ技術開発において実績のほとんどな

かったＳＩＲＩＭが「ＡＩセンター」(２－６「自立発展性」を参照）を設立するきっかけ

となった。ＡＩセンターでは、プロジェクトで訓練を受けたカウンターパートを使って、

ＡＩシステムのみならず、スマートカードなど、新たなＩＴ事業も手がける予定である。

　プロジェクト目標に直接関連する効果としては、ＡＩＳＤＥＬ退職者のなかで、ソフト

ウェアハウスのエンジニアや大学講師として活躍している者もおり、結果的にマレイシア

におけるＡＩ技術の普及に寄与していることがあげられる。また、マレイシアの現地情報

処理関連企業は、システムの維持管理を中心とした役割のみを果たしている状況下におい

て、マレイシア人による高度情報処理システムの開発能力を実証し、国内関係者に強いイ

ンパクトを与えた。さらに、金型企業組合や大学、教育機関とのネットワークができた。

(２) 間接的効果（上位目標レベルにおける効果）

　ＰＤＭの「プロジェクト要約の詳細」における上位目標は、｢ＡＩ技術がマレイシアに普

及する」であるが、ＡＩＡＩ99やＡＩショートコース、公開セミナーを通して、マレイシ

ア国内でのＡＩ技術に関する研究試作開発の現状、ならびに隣国シンガポールで開発され

ている実用システムの幅広い適用分野がマレイシアの各方面で認識された。

　医療分野では、イポ病院向けの健常者検診のプロトタイプシステムが試験運用段階にあ

ることに伴い、他の保健所での実用化に期待が寄せられている。また、本システムはアジ

ア太平洋ＭＳＣ ＩＴ＆Ｔ賞コンテストの最終選考に残っており、ＭＳＣ／テレメディスン

の一翼を担う候補システムとして期待される。

　産業分野では、金型製造業界にＡＩ技術を応用した金型設計コスト見積システムが試行

運用段階にあるが、特定分野研究強化補助金（ＩＲＰＡ）を活用した実用システムの開発

研究が進行している。

　物流分野では、バーススケジューリングシステムをきっかけとして、コンテナスタッキ

ングシステムの実用化ニーズが高まり、

　物流業界でのＡＩシステム適用の裾野が広がりつつある。
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２－４　実施の効率性２－４　実施の効率性２－４　実施の効率性２－４　実施の効率性２－４　実施の効率性

(１) 日本側投入の効率性

　日本側の投入は、規模、時期ともに計画どおり行われた。

１) 専門家（長期12名、短期35名）

　長期・短期専門家の派遣に関しては、派遣人数、専門分野、派遣期間はおおむね適切

であった。初代の長期専門家は、プロトタイプ開発のクライアントとの交渉の結果、

Ｒ／Ｄ時のＡＩ開発テーマが変更となったために、別のテーマ探しにも協力を余儀なく

され、実際にプロトタイプ開発に取りかかるまでに時間がかかった。

２) 機材

　日本側から供与した機材の質･量は、システム開発の実施および研修に適切であった

が、追加で現地調達したパソコンの一部に障害が発生した。メーカーを変えて入れ替え

ることで対応したので、プロジェクトの進捗に大きな影響はなかった。

３) 研修員受入（６回・21名、５種類６コース）

　研修内容はプロジェクトの進捗に整合しており、帰国後の成果達成に適宜に反映され

た。ただし、研修後離職したカウンターパートが多くいたことが、投入の効率性をやや

低下させた。研修の結果は、表２－２のとおりである。

表２－２

     研 修 名 参加者数                   結   果

運営管理（２回） ４名 カウンターパートはラボ運営面での有効な知識を習

得したが、うち３名が異動した。

ＡＩ研修管理（１回） ２名 カウンターパートは研修コースの運用技術と教授法

を習得し、帰国後ＡＩショートコースを開設した。

システム分析（１回） ５名 カウンターパートはプロジェクト管理技術およびシ

ステム設計構築技術を習得し、帰国後サブリーダー

として開発チームの統括を開始している。

最新技術（２回） 10名 カウンターパートはＡＩやエキスパートシステム開

発に必要な問題解決能力の基礎を習得したが、７名

が離職した。残ったカウンターパートは、シニアリ

サーチャーとして活躍している。
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４) ローカルコスト支援（総額2070万円）

　ローカルコスト支援を活用して、Kent Ridge Digital Labs Singaporeなどとの技術

交換、公開セミナーの開催、｢オブジェクト指向分析」の現地研修、ＡＩＳＤＥＬ図書室

の充実などを行い、ローカルコスト支援の金額と管理は適当であったといえる。

(２) マレイシア側投入の効率性

　マレイシア側の投入に関しては、以下のとおり、物的、資金的拠出の質、量、タイミン

グはおおむね適当であったが、人的投入（カウンターパートの配置）が十分ではなかった。

１) 機材の配備

　一時期、パソコンやソフトウェアなど機材はその配備に時間を要したが、全般的には

ほぼ適切な機材配備がされた。

２) プロジェクト予算措置（総額463万4000リンギ）

　プロジェクト運営管理に必要な予算はほぼ計画どおり適切に措置された。

３) カウンターパートの配置（1999年10月末現在26名配備）

　マレイシアにおける情報処理技術者需要が高いことが主な原因で、プロジェクト当初か

ら３年半にわたり当初計画の１／２のカウンターパートしか確保できなかった（表２－３

参照)。延べ41名を配置したものの15名が離職し、蓄積技術の流出と基礎的ソフトウェア

工学技術の導入教育の繰り返しを招き、コア技術者集団の形成を遅らせた。最近は、カ

ウンターパートの仕事に対する熱意が向上しており、離職が減少傾向にある。

表２－３

1995 1996 1997 1998 1999

カウンターパート
13 (34) 14 (34) 18 (34) 17 (30) 26 (30)配置人数

（ ）内は計画した配置人数

４) 土地・建物・関連施設の提供

　プロジェクト開始時点までに完了する計画となっていたプロジェクト・サイト（ＳＩＲＩＭ

Block 24の２Ｆ）の改修工事が1996年９月ごろまで続いた。この間、並行して建設中だっ

た隣接Block25に移転する他部門の研究者が同居していたこともあり、約１年半にわたっ

てスペース的に余裕のない活動を強いられた。
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(３) プロジェクト支援体制の確立による効率性向上

　プロジェクトの支援体制は、表２－４のとおり適切に機能し、プロジェクトの効率的な

実施の助力となった。

表２－４

(４) 他機関との連携による効率性向上

　表２－５にあるとおり、ＡＩＳＤＥＬと他機関や他プロジェクトとの協力や交流が活発

に実施され、プロジェクト目標達成を効率的に行ううえで大いに役立った。

表２－５

合同調整委員会

日本側国内委員会

平均年１回、合計４回開催され、マレイシア側関係者の協力体制の維持､意

見調整を行った。

ＣＩＣＣを事務局とした国内委員会は、調査団派遣前と長期専門家の帰国報

告のときなどに適宜開催され、日本側の協力体制の維持や意見調整、専門家

派遣、機材調達の支援､研修員受入の支援などに関する協議を行い、事業の

円滑な運営に貢献した。また、日本の各国内委員とその所属先から、専門家

派遣への技術面の支援を得た。

内  容

イポ病院やコンテナナショナル社、ＩＴＥＭ社などの組織と協力して、ＡＩ

システムプロトタイプの開発を行った。

医療分野プロトタイプ開発の共同推進機関として、パイロットサイト病院を

指定し、共同セミナーなどプロジェクト活動を支援した。

ＳＩＲＩＭツーリンググループの３名の研究者と連携して特定分野研究強化

補助金（ＩＲＰＡ）を活用した共同研究を通じ、金型設計コスト見積りシス

テムの開発を行っている。

４回にわたる技術交換プログラムを通じ、先進の開発機関としての情報や意

見交換でＡＩＳＤＥＬのカウンターパートに意欲を与えた。また、ＡＩＡＩ

99ではキーノートスピーカーとして参加し、ＡＩＳＤＥＬのＡＩ技術普及に

協力した。

カウンターパートの日本研修受入先として協力した。ＡＩＡＩ99にキーノー

トスピーカーを派遣するとともに、ＡＩＳＤＥＬでの研究の方向性について

カウンターパートに有益なコメントを提供した。

マレイシア工科大学内のCentre for Artificial Intelligence & Robots

(ＣＡＩＲＯ)との間で研究成果の紹介および技術的な討論を実施した。

４大学から学生研修要請があり、延べ16名の学生が各５カ月間にわたって実

習を行った。大学とのネットワークは、今後の共同研究の推進に有益と期待

される。また、４大学から累計202名の学生にＡＩショートコースの個別

コースを実施した。

機関名

ＡＩプロトタイプ開

発パイロットサイト

保健省

SI R I M  T o o l i n g

Group

Kent Ridge Digital

Labs Singapore

通産省工業技術院電

子技術総合研究所

ＣＡＩＲＯ

マレイシア工科大

学、マラヤ大学、マ

レイシア北部大学、

マラ工学学院



－13－

２－５　計画の妥当性２－５　計画の妥当性２－５　計画の妥当性２－５　計画の妥当性２－５　計画の妥当性

　マレイシア政府は、1996年に「マルチメディア・スーパーコリドー（ＭＳＣ）構想」を打ち出

し、産業構造の効率化と高度情報化社会の実現を推進している。ＭＳＣは情報技術インフラの開

発整備を促進しながら情報技術に対する研究開発と投資を奨励しているので、情報技術の中核で

あるＡＩ技術のマレイシアでの普及を上位目標とした本プロジェクトは、プロジェクト計画当初

においても現地点においても十分国家政策と整合している。

　ＡＩ技術がマレイシアに普及するためには、ＡＩ分野においてリーダー的存在をめざす

ＡＩＳＤＥＬがＡＩ技術開発の促進と技術の普及活動を行うことが不可欠であり、本プロジェク

トの目標は上位目標と合致している。

　また、プロジェクトデザインに関しては、以下のとおりである。

(１) プロトタイピング法に基づきＯＪＴ・講義を通じて技術移転をする計画は、高度なＡＩ

システム開発技術をカウンターパートが習得するには妥当な方法であった。

(２) ＩＴ技術の急速な革新に対応するために、オープンシステム（Unixベース）を採用して

プロジェクトをデザインしたことは妥当であった。

(３) プロジェクト計画時点では、ＳＩＲＩＭを含めて、ＡＩシステム開発を実施している機

関はなく、そのなかで、産業への貢献が期待されるＡＩシステムを開発する機関として、

工業分野の研究開発と生産過程の標準化を推進しているＳＩＲＩＭを選定したことは妥当

であった。

２－６　自立発展性２－６　自立発展性２－６　自立発展性２－６　自立発展性２－６　自立発展性

(１) 組織的側面

　ＳＩＲＩＭはプロジェクト終了後、移転された技術を基盤に、1999年４月に設立した

｢ＡＩセンター」のもとで、幅広い情報技術（ＩＴ）関連事業を展開していく予定である。

ＡＩセンターには、ＡＩＳＤＥＬのほか、ＩＴセキュリティ、スマートカードアプリケー

ション、マルチメディアの計４部門が設置される。スタッフはＡＩＳＤＥＬの26名に加え

て７名が配属される。うち、３名は他の部門からの異動、残り４名は新規採用とのこと。

　ＡＩショートコース、セミナーなどの普及活動は、プロジェクト終了後はＳＩＲＩＭの

研修実施のための関連団体である「ＳＩＲＩＭトレーニングサービス（ＳＴＳ）」に実施

主体が移行して実施されることとなる。

　｢ＡＩセンター」が設立されたばかりであり、今後全体の組織管理体制の確立はＳＩＲＩＭ

の課題となるが、うちＡＩＳＤＥＬの運営管理体制に関してはプロジェクトで確立された

タスクフォース会議、技術会議、内部会議などによる運営管理体制は整備されており、プ

ロジェクト終了後もこの体制が維持されることが望まれる。
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(２) 財政的側面

　ＡＩＳＤＥＬの運営・メンテナンスにかかる予算は、二国間政府プロジェクトとして政

府予算でまかなわれてきたが、協力期間終了後は、継続して予算配布が行われるとともに、

第８次マレイシア計画に組み込まれるよう申請中である。

　ＳＩＲＩＭは、1996年９月の公社化後から部門別独立採算政策を進めている。「ＡＩセ

ンター」も事業化による収入確保が要求される見通しであり、本プロジェクトの成果をも

とに、現地点で総額303万リンギの受注が見込めるコマーシャルベースのプロジェクトを計

９件候補にあげている。

　また、供与されたコンピューター機材の更新などのために、第７次マレイシア計画枠内

のＳＩＲＩＭ割当分の予算から、300万リンギの予算を得るべく申請予定である。

　さらに、「ＡＩセンター」は総額46万リンギの研究開発を特定分野研究強化補助金

(ＩＲＰＡ）に申請している。

　供与機材の維持管理については、ベンダーとの有償メンテナンス契約が終了した後も、

政府からの予算措置によって契約が継続して締結される見込みである。また、ＳＩＲＩＭ

のＩＴ部門がこれまでソフトウェアや機材配備および障害対応などの維持管理を適切に実

施してきた実績があり、ＳＩＲＩＭ独自でメンテナンス関連の円滑な予算管理と実施が継

続されると考えられる。

　ＡＩ研究開発とＩＴ応用事業の適切なバランスが今後のＡＩＳＤＥＬ(＝ＡＩ研究開発)

の発展に重要である。

(３) 技術的側面

　カウンターパートはプロトタイプシステム開発手順を理解しつつあり、小グループでシ

ステム開発を推進する際のキーとなる複数のリーダー／サブリーダーが育成されつつある。

　カウンターパートのなかには比較的良好な素質をのぞかせているものも多く、ＳＩＲＩＭ

幹部による適切な指導が継続されることにより、優秀な高度情報処理技術者に育っていく

ことが期待される。

　さらに、プロジェクトを通じて、技術移転項目に関するマニュアル化・ドキュメント化

を行ってきており、蓄積された技術がＡＩセンターにおいて持続的に保持・共有されるこ

とに貢献している。

　加えて、1999年からＩＳＯ9001品質システム認証取得の取り組みを行っており、品質管

理者の育成と品質システムの構築が行われている。今後品質システムを運用したシステム

開発が期待される。

　一方、ＳＩＲＩＭのＩＴ応用事業推進政策に対応していくためには、これまで技術移転
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された項目のさらなるレベルアップを図るとともに、ＩＴの総合技術を追加で習得する必

要がある。
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第３章　評価結果の総括第３章　評価結果の総括第３章　評価結果の総括第３章　評価結果の総括第３章　評価結果の総括

３－１　結論３－１　結論３－１　結論３－１　結論３－１　結論

　本評価を通じて、本プロジェクトが日本マレイシア双方の関係者の協力と努力のもとに運営さ

れ、成功裏に終了する見込みであることが確認できた。11月17日に日本・マレイシア両国による

合同調整委員会を開催し、計画どおり2000年２月29日をもって本プロジェクトを終了することを

確認・合意した。

　本プロジェクトの成果としては、22種のＡＩプロトタイプシステムの開発を通じて、ＡＩシス

テム開発のノウハウを積み上げつつあることである。プロトタイプシステムはパイロットユー

ザーからの反応もよく、ＡＩシステム開発技術はおおむね移転されたといえる。さらに、ＡＩ

ショートコース、セミナーなど普及活動を積極的に行い、参加者からの評判もよく、カウンター

パートは自力でこれら活動を実施する能力を身につけたとみられる。移転が十分ではない技術項

目が一部あるが、プロジェクトで作成されたマニュアルなどを参考にしながらＡＩシステム開発

を継続することにより、自助努力による習熟度の向上が期待できる。さらに、ＡＩシステムのプ

ロトタイプ開発およびＡＩ技術の研修、セミナーなどの普及活動を通じて、上位目標である「マ

レイシア国内にＡＩ技術が普及すること」に向けて、一定の寄与をしていることを確認した。

　評価結果の結論として、本プロジェクトにおいては、投入はほぼ適切に行われ、期待された成

果およびプロジェクト目標は、協力終了時点でほぼ達成される見通しである。

３－２　今後の協力のあり方３－２　今後の協力のあり方３－２　今後の協力のあり方３－２　今後の協力のあり方３－２　今後の協力のあり方

　本終了時評価調査中の協議において、マレイシア側は移転されたＡＩ技術を今後も継続して

Ｒ＆Ｄ活動に活用し、ＡＩＳＤＥＬの技術力を利用しながら、政府のマルチメディア・スーパー

コリドー（ＭＳＣ）構想などに基づく、より包括的なＩＴ分野の応用技術の開発を推進していく

ことが、ＳＩＲＩＭ経営陣より日本側へ説明された。ＳＩＲＩＭは今後も日本との協力が必要で

あるとしつつも、その内容および形態は今後の事業展開によるとし、具体化の後改めて協力を求

めると発言しており、日本側からはそれを聞きおくこととした。

３－３　提言と教訓３－３　提言と教訓３－３　提言と教訓３－３　提言と教訓３－３　提言と教訓

　ＳＩＲＩＭが、マレイシアにおいてＡＩ技術を含む包括的ＩＴ技術開発の推進機関をめざし、

産業界に貢献するためには、システム開発経験をさらに積み、カウンターパートの自主学習と情

報共有によってＳＩＲＩＭ全体の情報処理技術レベルをさらに向上する必要がある。ＳＩＲＩＭ

への具体的な提言は、以下のとおりとした。
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(１) 短期的提言

１) 新規プロジェクトの企画立案、クライアントへのプロトタイプ開発提案、クライアン

ト要望事項の分析・整理などにかかる技術項目について、自助努力によりさらなるレベ

ルアップを図ること。

２) 各タイプ別システムの今後の展開を表３－１のとおり提言する。着手の優先度は、人

員と予算の配置によるが、技術移転状況を踏まえた優先度はおおむね表３－１のとおり

である。パイロット・サイトとの関係を保ちつつ開発を継続すること。

表３－１

  システムタイプ 　　　　　　　　　　　　　　提  言

１.診断型モデル 医療分野のみならず、産業分野の応用でも高い可能性が認められるこ

とから、マーケティング活動を強化し取り組むこと。特にマルチメ

ディア・スーパーコリドー（ＭＳＣ）計画に沿った健常者検診システ

ムの実現に向け、ＳＩＲＩＭの組織をあげて取り組むこと。

２.設計型モデル 特定分野研究強化補助金（ＩＲＰＡ）をベースにＳＩＲＩＭ金型部門

との共同プロジェクトで実用システムをパッケージ製品として完成さ

せ、マレイシアの製造業への導入に努めること。

３.計画型モデルⅠ コンテナ・スタッキングシステムについては、物流の各分野への応用

が可能であり、大きな市場が期待されることから長期的視点で取り組

むこと。この分野は、裾野も広く、技術的にも高いレベルが求められ

るため、Ｒ＆Ｄのテーマとして予算および人材を確保し、プロトタイ

プ開発を継続すること。

４.計画型モデルⅡ ジョブショップスケジューリングシステムは製造業における生産管理

の主要な構成要素であり、金型コスト見積の次に取り上げるテーマと

してＩＲＰＡの獲得をめざすこと。

３) カウンターパートにとって魅力あるプロジェクトの発掘と研究開発を推進するととも

に、職場環境の整備などにより、カウンターパートの離職の極小化と新規カウンターパー

トの採用に努めること。

４) 移転技術の留保・蓄積のために、その内部伝承メカニズムの強化を図ること。

５) ＩＴ応用事業を推進していくためには、システム企画力、提案力、システム分析力な

どを有するリーダー／サブリーダークラスが中心となって上流工程の開発に取り組み、

下流工程は外部のソフトハウスに外注することによって、少人数で多くのプロジェクト

を実施することができるような体制を整備することが望まれる。

６) 残存協力期間中に日本人専門家を最大限に活用すること。
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７) ＡＩ Ｒ＆Ｄ部門の自立発展のために、事業計画に則った人員と予算を割り当てるなど、

ＩＴ応用事業とのバランスを図ること。

(２) 中長期的提言

１) マレイシア国内および国外との人的ネットワークを拡大することによってＡＩ技術の

国際動向を継続的に把握し、魅力ある研究開発テーマの発掘に取り組むこと。

２) 広範囲にわたる産業分野にＡＩ技術を適用できるよう研究開発を継続し、開発された

技術を普及させる活動を積極的に拡大すること。

３) ＡＩ技術以外のＩＴ応用事業部門へ進出する場合には、外部機関との連携／協力も活

用し技術者を養成すること。

４) ソフトウェアの品質管理システムの改善を継続すること。

５) 有償研究開発、公的資金援助などによるＡＩセンターの財源の多様化を図ること。

(３) 一般的教訓

１) システム開発においてクライアントなどの協力機関が必要な場合は、Ｒ／Ｄ署名時ま

でに協力の合意を文書で確認しておいたほうがよい。また協力の内容についてもできる

限り具体的に確定しておくことが望ましい。

２) プロジェクトの協力範囲と協力内容および目標達成度の測定方法の共通理解を確保す

るために、ＰＤＭ作成の初期の時点で両国関係者が手法を理解していることが必要であ

る。

(４) ＩＴ分野プロジェクトにかかる教訓

１) 活動内容にシステム開発が含まれるプロジェクトでは、カウンターパートが必要数配

置されることが、開発推進の大前提であり、プロジェクト開始までにはその配置が前提

条件として確認されていることが望ましい。

２) ＩＴ分野のプロジェクトでは、労働力需要が高く、基本技術力が高いカウンターパー

トを必要数確保することが難しいケースが多いことから、集団の技術力を整備するため

の予備教育期間を見込むなど、余裕のあるスケジュールにすべきである。
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第４章　調査団長所見第４章　調査団長所見第４章　調査団長所見第４章　調査団長所見第４章　調査団長所見

(１) 本プロジェクトは、2020年までに先進国入りをめざすマレイシアが、産業の拡大・高付加

価値化を図るため情報技術の振興を重点項目と位置づけ、ＡＩ技術によるエキスパートシス

テムの開発・普及を図るため、この分野で実績を有するわが国に協力要請を行い、実施して

きたものである。エキスパートシステムとは、その分野の専門家が豊富な知識・経験をもと

に行っている判断に近い内容をコンピューターに行わせるためのソフトウェアの開発であ

り、この開発にかかる技術の移転を通じ、マレイシアにおける情報技術者の育成を図るとと

もにＡＩ技術の普及を行おうとするものである。

　本プロジェクトにおいては、エキスパートシステムのうちの診断型、相談型、デザイン

型、スケジューリング型と呼ばれる４分野のシステムについてプロトタイプ開発を行うこ

とで、技術移転を図る内容となっている。利用分野としては、医療分野、産業分野を対象

に行っているものである。具体的には22種類のエキスパートシステムのプロトタイプが開

発された。このうち、特に中心となったものは、医療分野における健常者検診支援システ

ムの開発であり、産業分野においては金型設計コスト見積システムの開発と港湾コンテナ

スタッキングシステムの開発である。

(２) 本評価作業において調査団は、技術移転の達成度と成果の自立発展性の評価に大きな関

心をもって臨んだ。事実、評価作業の大半はこの２項目の聴取・協議に費やされた。この結

果、技術移転の達成度については、①ＡＩ技術に関する基礎技術やＡＩ関連技術の移転は十

分に行われたこと、②診断型システムとデザイン型システムに関しては技術移転が全般にか

なりよく行われていること、③診断型システムとして開発した健常者診断システムについて

は利用者（イポ病院）の評価はかなり高く、また、マルチメディアスーパーコリドー（ＭＳ

Ｃ）構想の一環で行っている、遠隔医療関連のソフトウェアコンテストであるアジア太平洋

ＭＳＣ ＩＴ＆Ｔ賞コンテストにおいて最終選考まで残っていること、などが明らかになっ

た。

　他方、④相談型システムやスケジューリング型システムの開発に関しては、残るプロジェ

クト期間に精力的技術移転を行うとしても終了時点で技術移転が十分でない可能性が高い

ことがわかった。このため、これらをどのように評価するかについて調査団と専門家チー

ムとの間で検討したが、①相談型システムについては技術移転が行われていたがカウンター

パートの離職により最初に戻ってしまったこと、②相談型システムやスケジューリング型シ

ステムについては診断型システムやデザイン型システムの発展形であり、習得したこれらの

技術基盤をもとにテキストやマニュアルなどを参考にすれば時間はかかるが、自分たちの努
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力で習得できない範囲ではないこと、③そのためのテキストやマニュアル類はプロジェクト

活動を通じて整理されていること、などを考慮し、カウンターパートのＡＩ技術力はすでに

技術を教えてもらうというレベルから、今後は自分たちで開発を行い、試行錯誤のなかから

身につけていくことが妥当なレベルにあるとの見解で一致した。

　確かに、技術を教えてもらうことは効率的な方法ではあるが、時間が多少かかっても試

行錯誤のなかから自分たちなりに苦労しながら問題に出合いその解決方法を考えるという

方法がシステム開発の技術の習得には重要であり、そのための技術の移転は行われている

という結論になった。

　また、ＡＩ技術の普及活動に関しても、産業界や学生を対象としたＡＩ技術研修や公開

セミナーを積極的に実施しており、多数が参加した。その評価も高く、また、ＳＩＲＩＭ

は研修やセミナーの開催を自身の手で実行できるまでになった。

　以上から、技術移転についてはおおむねプロジェクト目標を達成すると判断した。

(３) 成果の自立発展性に関しては、ＳＩＲＩＭの担当副所長のDr.Shazali氏から多くを聴取

した。彼によると、ＳＩＲＩＭは1996年９月に公社化され、事業費の７割を民間、３割を

政府からの資金でまかない活動する計画のようである。このため、移転を受けたＡＩ技術

については、ＡＩＳＤＥＬを包含する形でＡＩセンターを1999年４月に設立し、ＡＩＳＤＥＬ

をソフトウェア研究の中心研究所として存続させる一方、ＡＩ技術を他分野に応用するた

めの部局として３研究所を設け企業からの依頼による事業化を行う計画となっている。こ

のため、ＡＩセンターに他部局から７名ほどの技術者の配置換・拡充を行い、ＡＩＳＤＥＬ

の技術者にはソフトウェア研究の継続とともに事業化計画にも参加して移転技術の応用を

担当してもらうとのことである。

　具体的事業化計画として９計画を示し、そのなかには電力公社や他の企業からのＩＤカー

ドの事業化計画などが含まれていた。９計画の先方機関との協議状況については具体的に

進んでいるものもあれば交渉段階のものもあり、さまざまなレベルであったが、ＳＩＲＩＭ

の事業化への意気込みが感じられた。

　移転されたＡＩ技術との関連については、そもそもエキスパートシステムは専門家の有

する多大な情報をデータベースとして用いるものであり、そのデータベース構築技術の活

用を期待したり、ＩＤカードに健康診断データの組み込みを検討しており、健常者診断

支援システムでの開発技術の応用を考えているようである。このため、移転技術は単に

ＡＩＳＤＥＬという形ではなく、ＡＩセンターという形で事業化応用や継続発展すること

が期待できると考えられた。また、このための資金的見込みに関しては、事業化計画に関

しては前述の９計画が示され、継続研究に関しては、政府からの資金援助を得るべく第８
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次マレイシア計画への盛り込みを依頼しているとのことである（計画に盛り込まれると計

画期間の2001～2005年の政府資金が得られる)。

　なお、表敬訪問した科学技術環境省（ＭＯＳＴＥ）のDr.Mustaza局長も、公社化された

機関のなかではＳＩＲＩＭは特別な機関であり、政府としても財政支援は継続していくと

のことであった。

　移転されたＡＩ技術の普及活動に関しても、ＳＩＲＩＭは子会社のＳＩＲＩＭトレーニ

ングサービス社を用い、普及活動を行っていく計画である。そこでは、ＡＩセンターの技

術者が講師と登録され、ＳＩＲＩＭの他部局の技術者や産業界の技術者にＡＩ技術を普及

するとのことである。

　また、ＳＩＲＩＭにとっても二国間援助を得て実施したプロジェクトの成果については、

政府から厳しく問われる技術オーディットも受けることになるため責任をもって発展させ

ていきたいとのことであった。

　このようなことから、自立発展性に関しても評価できるものと考えた。

(４) 今後の事業の進め方に関し、ＡＩセンターにとっては水平展開であるＡＩ技術の事業化

応用と垂直展開であるＡＩ技術そのものの研究の継続とをどのようにバランスを図るかと

いう問題が重要となる。公社化されたＳＩＲＩＭには事業費の確保を図るとの命題もあり、

このバランスをいかにとるかは、経営に関する判断となるため、部外者からは具体的な助

言はできないものの、ＳＩＲＩＭが引き続きＡＩ技術あるいはそれをさらに発展させた包

括的ＩＴ技術の中心機関としてマレイシア産業界に貢献するためには、将来に向けての研

究開発の継続実施が重要と考えられ、調査団としてもこのバランスを適切にとるよう助言

してきた。また、技術移転状況を踏まえ、ＡＩ技術の研究継続にあたっての具体的方針に

ついても提言した。

(５) 今後の協力に関してもＳＩＲＩＭと意見交換を行った。ＳＩＲＩＭではＡＩ技術に関し

わが国の支援を受けたい分野が依然多く存在すると述べ、引き続きの支援を期待していた。

特に、事業化応用に関しわが国企業の有する技術ノウハウの支援を受けたいとのことであっ

た。しかしながら、具体的な支援についてはその内容が固まっておらず、希望が固まり次

第しかるべきチャネルを通じ要請するとのことであった。当方からは、商業レベルに近い

分野は原則として商業ベースでの支援手段があり、政府間ベースでの支援が適切な分野に

ついてはＪＩＣＡ支援が適当とのコメントを伝えた。

　調査団としては、本プロジェクトで移転した技術の今後の協力方針としては、事業化応

用に関してはＪＯＤＣやＡＯＴＳベースでの支援が適当と考えているが、ＳＩＲＩＭがＡＩ
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センターで手持ちの技術のシーズや技術者・資金などの資源を使い、ＡＩ研究の継続とＡＩ

技術の事業化のバランスをどのように図り、事業化にあたっては民間ベースのニーズをど

のようにとらえ行うか、ＡＩ研究はどのように進めるかなど、研究所の運営に関する高度

なアドバイザーの支援が必要なのではないか、そしてそれはＪＩＣＡベースの個別専門家

派遣が適切ではないかとの見解をもった。

(６) 本プロジェクトは、カウンターパートの確保に悩まされたプロジェクトであった。せっ

かく技術移転してもカウンターパートの民間企業や大学への転身が多く、あるところまで

進行したプロジェクトがまたはじめからやり直すということが多かった。カウンターパー

トの離職問題はどの分野の技術移転も抱える共通の悩みであるが、情報関係のプロジェク

トは特にこの傾向が強いことが浮き彫りになった。これは情報技術者が絶対的に少ないな

かで、民間企業とりわけ外資系企業の情報技術者に対する需要が大きいため良質な技術者

が厚遇されるためである。

　プロジェクト後半になりＳＩＲＩＭ側の努力とアジア経済危機などの影響もあってか、

カウンターパートの確保もまずまずに進み、プロジェクト成果が加速度的に現れてきたが、

情報関係プロジェクトではこの対策の重要性を十分認識する必要がある。しかし、この問

題は個人の職業選択の自由ともからみ、プロジェクト側でできる対策は限られている。

　本プロジェクトでも実施したように、できるだけの情報の共有化とマニュアル化により

あとからの技術者が自助努力で追いつけるようにすること、教訓に述べたようにあとから

の技術者が追いつくための教育期間をある程度余裕をもって計画しておくこと、などが対

策となろう。この問題は、最終日のＪＣＣの席上も話題となった。有効な対策があるかと

の質問に調査団からは、永遠の課題であるが技術者の興味をそそる分野やチャレンジング

な課題に取り組み、組織にやる気のある雰囲気をつくることが重要ではないかと述べおい

た。

(７) いずれにせよ本プロジェクトは当初のＡＩ技術の移転をおおむね達成するものと考えら

れる。今後はＳＩＲＩＭにおいて移転された技術の深化と応用がバランスをとって進めら

れ、マレイシアのＡＩ技術の普及に貢献することを期待したい。最後に本プロジェクトに

関係されたわが国およびマレイシア側の多くの方々の御労苦とご支援に感謝申し上げたい。
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